
な保育ニーズを踏 私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の経済的な負担を軽減するとともに、就労支援などの多様なニーズに
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 応えていくための施策のひとつとして、各種補助金等を交付する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の負担を軽減するため、各種補助金等を交付する。 各種補助金等の交付予定時期について、１．施設等利用費は、4半期ごと（4月、7月、10月、1月）に給付を
１．施設等利用費は、子ども・子育て支援法第30条の11の規定により、特定子ども・子育て支援施設等であ 行い、令和３年３月に精算を予定、２．実費徴収補足給付事業補助金（幼稚園の副食材料費分）は、4月～8
る幼稚園や認定こども園等において教育又は保育を受けたとき、給付認定保護者に対し、当該特定子ども・ 当該年度 月分の申請を9月上旬に行い、9月下旬に交付予定、9月～3月分の申請を令和3年4月上旬に行い、4月下旬に
子育て支援に要した費用について給付するものである。 執行計画 交付を予定している。

(3)事業内容 内　　容 ２．実費徴収補足給付事業補助金は、低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育又は特定
子ども・子育て支援を受けた場合において支払うべき実費徴収に係る費用を保護者に対して支給するもので
ある。 施設等利用費の給付率 想定値 100当該年度
・補助対象費用　（１）教育・保育給付認定保護者に対する日用品・文房具等に要する費用 単位 %

活動結果指標 実績値　　　　　　　　（２）施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100 100

令和 3年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100

令和 4年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

預かり保育補助金（通常月・長期休業 10,717 普通旅費 4 普通旅費 4 普通旅費 4
分　８園 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 246,720 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 246,720 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 197,376
預かり保育料助成金 5,809 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 11,340 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 11,340 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 9,072

＊ 預かり保育補助金（通常月・長期休業 3,188 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 4,320 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 4,320 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 3,456
分）２園（Ｈ３１新制度移行園） ・副食材料費分） ・副食材料費分） ・副食材料費分）
・わだ幼稚園(認定こども園） 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30
・湖北白ばら幼稚園（施設型給付園） 型認定こども園・教材費） 型認定こども園・教材費） 型認定こども園・教材費）

実施内容 【９月補正】 ＊ 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】
＊ 施設等利用給付（幼稚園預かり保育） 6,804 ＊ ・実費徴収に係る補足給付事業 30 ・実費徴収に係る補足給付事業 30 ・実費徴収に係る補足給付事業 30

(8)施行事項
費　　用 　（教材費・行事費等） （教材費・行事費等） （教材費・行事費等）

＊ 【認定こども園　若草幼稚園】 30
＊ ・実費徴収に係る補足給付事業

（教材費・行事費等）

予算(決算)額 合　　計 26,518 合　　計 262,444 合　　計 262,444 合　　計 209,998
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,402 補助率 42 ％ 130,480 補助率 42 ％ 130,480 補助率 42 ％ 104,384
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 29 ％ 65,965 補助率 29 ％ 65,965 補助率 29 ％ 52,780
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,714 65,999 65,999 52,834

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,402 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.68 0.68 0.68 0.68
正職員人件費 5,984 5,916 5,916 5,916

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 32,502 268,360 268,360 215,914
(11)単位費用

0.75千円／人 2,683.6千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の就労形態の多様化や大型マンションの建設・大規模開発など社会の変化により核家族の進行や共働き世帯の増加 ○①事前確認での想定どおり
で、近隣の人間関係も希薄になり、気軽に子どもを預かられるところがない。また、幼児教育・保育の無償化により、幼 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 稚園の利用料及び預かり保育料が無償化の対象となったことにより、幼稚園ニーズの高まりが予想され、それぞれの世帯 ○要
   背景は？(事業の必要性) の状況に応じた支援を行っていく必要があるため、事業の必要性は高いといえる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 268,360 △235,858
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△725.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.04

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 568 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 幼稚園における子育て支援事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 268,360 千円 (うち人件費 5,916 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・第５次健康福

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様



保育ニーズを踏 私立幼稚園の運営支援として各種補助金を交付する。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
１．私立幼稚園等補助金は、幼児教育の振興及び充実に資するため、学校教育法に基づき学校法人が設置し 　各補助金の交付予定時期
た市内の私立幼稚園及び我孫子市私立幼稚園協会に対し、心身障害児指導費補助、預かり保育補助、施設修 〇私立幼稚園等補助金：令和２年１２月～令和３年３月に交付予定。　
繕費補助、協会運営費補助等を交付する。 当該年度 〇施設型給付費：毎月支給を予定。　
２．施設型給付費は、子育て支援法第２７条の規定により、特定教育・保育施設である学校法人が設置する 執行計画 〇我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金

(3)事業内容 内　　容 認定こども園や幼稚園に対し施設型給付費を支給する。 　：概算で令和２年６月、１１月に交付予定、令和３年３月に精算を予定。
３．特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金は、学校法人が設置する特定教育・保育施設（認
定こども園・幼稚園事業者）における通常保育事業、障害児保育事業、延長保育事業等の健全な運営を図る 私立幼稚園等補助金、施設型給付費の支給、我孫子市特定教育・保育 想定値 100当該年度
ため、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金交付要綱に基づき補助金を交付する。 施設及び特定地域型保育事業者補助金の交付率 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

令和 3年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

令和 4年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等　２号３人 8,135 会計年度任用職員人件費３人分 7,979 会計年度任用職員人件費３人分 7,979 会計年度任用職員人件費３人分 7,979
就園奨励費補助金(５園) 104,349 幼稚園システム保守点検業務委託 792 幼稚園システム保守点検業務委託 792 幼稚園システム保守点検業務委託 792
園児補助金（５園） 16,720 私立幼稚園等補助金 14,895 私立幼稚園等補助金 13,376 私立幼稚園等補助金 13,376
私立幼稚園等補助金 3,458 施設型給付費（保育） 121,934 施設型給付費（保育） 121,934 施設型給付費（保育） 121,934
施設型給付費（教育・保育・補助） 341,114 施設型給付費（教育） 408,608 施設型給付費（教育） 408,608 施設型給付費（教育） 408,608
特定教育保育施設等保育事業者補助金（ 21,563 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314

＊ 施設型給付費（教育・新規・補助） 93,236 ＊ ≪認定子ども園　湖北白ばら≫ ≪認定子ども園　湖北白ばら≫ ≪認定子ども園　湖北白ばら≫
実施内容 ・わだ幼稚園・湖北白ばら幼稚園 ＊ 私立幼稚園等補助金 2,257 私立幼稚園等補助金 2,257 私立幼稚園等補助金 2,257

＊ 施設型給付費（認定こども園わだ幼稚園 16,242 ＊ 施設型給付費（教育） 68,314 施設型給付費（教育） 68,314 施設型給付費（教育） 68,314
(8)施行事項

費　　用 ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,304 ＊ 施設型給付費（保育） 45,043 施設型給付費（保育） 45,043 施設型給付費（保育） 45,043
（わだ幼稚園）（一部補助対象） ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784

＊ 私立幼稚園等補助金(心身・２園) 600 ＊ ≪認定こども園　若草幼稚園≫
・わだ幼稚園・湖北白ばら幼稚園 ＊ 私立幼稚園等補助金 1,100
【予備費充用】 ＊ 施設型給付費（保育） 26,300

＊ 幼稚園無償化システム導入業務委託料 5,720 ＊ 施設型給付費（教育） 61,000
【９月補正】 ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 7,700

＊ 実費徴収に係る補足給付事業（副食） 3,105
就園奨励費補助金(５園) △52,174
園児補助金（５園） △8,360

＊ 施設等利用給付（５園） 128,141
予算(決算)額 合　　計 687,153 合　　計 709,920 合　　計 708,401 合　　計 804,501
国庫支出金 補助率 54 ％ 187,423 補助率 41 ％ 228,799 補助率 41 ％ 228,799 補助率 41 ％ 272,848
県支出金 補助率 29 ％ 146,126 補助率 36 ％ 173,250 補助率 36 ％ 173,250 補助率 36 ％ 195,190
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 313,550 307,871 306,352 336,463

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 40,054 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.87 0.87 0.87 0.87
正職員人件費 7,656 7,569 7,569 7,569

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 8,034 7,979 8,034 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 694,809 717,489 715,970 812,070
(11)単位費用

6,948.09千円／％ 7,174.89千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化といわれる中で、子どもの豊かな創造性や自主性、社会性をはぐくむ教育を進めるため幼児教育の充実が求められ ○①事前確認での想定どおり
ている。そこで、私立幼稚園の運営を支援をすることが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 717,489 △22,680
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△3.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 592 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立幼稚園の運営支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 717,489 千円 (うち人件費 7,569 千円）⑦事業費
総事業費 523,439 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画・第５次健康福

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な



から守るため、保育園・幼稚園における放射線量の低減化を図る。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
保育園及び幼稚園において実施している空間放射線量の測定の結果、市が定めた放射線量低減策を実施する 全保育園及び幼稚園等において、２０１９年５月に空間放射線量の測定を実施。測定の結果、市が定めた基
ための基準（空間線量０．２３マイクロシーベルト/時）を超える場合に、園庭表土の削り取り、砂場の砂 準を超える場合は除染対策を実施する。また、保育園で提供する給食の安全を確保また確認するため、給食
の入替え、建物の洗浄等放射線量低減化対策を実施する。さらに、保育園が提供する給食の安全を確保また 当該年度 食材検査を毎週水曜日に実施する。
は確認するため、食材検査を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市が定めた基準を超える園の放射線低減化対策の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 ％ 100 100

令和 3年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 ％ 100

令和 4年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36 ＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36 ＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36 ＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36
（内訳）120品×300円 （内訳）120品×300円 （内訳）120品×300円 （内訳）120品×300円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 36 合　　計 36 合　　計 36 合　　計 36
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36 36 36 36

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.32 0.32 0.32
正職員人件費 2,816 2,784 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,852 2,820 2,820 2,820
(11)単位費用

28.52千円／％ 28.2千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染が市内に影響を及ぼしている。児童の健やかな成長を考えると、児童が受 ○①事前確認での想定どおり
ける放射線量を少しでも低減する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,820 32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

1.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 3.55

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1899 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 保育園・幼稚園の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,820 千円 (うち人件費 2,784 千円）⑦事業費
総事業費 41,023 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 児童を放射線



7年度からスタートした子ども・子育て新制度に対応するため、市民ニーズ調査の結果を踏まえ、就労
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 意向の潜在ニーズを含めた需要量に対する保育園及び小規模保育事業整備等を実施し、今後も待機児童ゼロ
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 を堅持する。
保育所等整備交付金等を活用し、施設整備への補助金を交付する。 【私立双葉保育園】

令和２年度の園舎改築に伴い、施設整備への補助金を交付する。
当該年度 【若草幼稚園（幼保連携認定こども園）】　
執行計画 平成３１年度実施設計等の内容を協議・確認し、県との交付金等に関する協議を進め、必要に応じて施設整

(3)事業内容 内　　容 備への補助金を交付する。令和４年４月開園予定。                                                【
私立柏鳳保育園】令和４年度、園舎の老朽化に伴い、園舎修繕について施設整備への補助金を交付する。
補助金を交付する保育園及び認定こども園の数 想定値 3当該年度

単位 園
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 私立双葉保育園の園舎改築に伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 0 100

令和 3年度 若草幼稚園（幼保連携認定こども園建替えに伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 100

令和 4年度 私立柏鳳保育園の園舎修繕に伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 100

若草幼稚園の移転交渉の進展状況により、変更となることもある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 双葉保育園の園舎改築に伴う協議 0 ＊ 双葉保育園園舎改築工事に伴う交付金 ＊ 若草幼稚園施設整備費(協議・整備の 0 ＊ 柏鳳保育園園舎修繕に対する補助金 4,000
＊ 〇若草幼稚園施設整備費 0 ＊ 施設整備交付金（国負担額） 112,078 進捗状況により確定する。）

＊ 施設整備交付金（市負担額） 56,039
＊ 若草幼稚園の移転に伴う施設整備協議 0
＊ 若草幼稚園施設整備費(協議・整備の 0

進捗状況により確定する。）
　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

　

　

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 168,117 合　　計 0 合　　計 4,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 0 補助率 50 ％ 112,078 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 80 ％ 0 充当率 80 ％ 44,800 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 11,239 0 4,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.3 0.5
正職員人件費 4,400 4,350 2,610 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,400 172,467 2,610 8,350
(11)単位費用

2,200千円／園 57,489千円／園
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども子育て支援新制度の施行に伴い実施した、今後の就労意向を含めた保育需要量に確実に対応し子育て支援を充実さ ○①事前確認での想定どおり
せるため、保育園や認定こども園、小規模保育事業の整備が必要である。整備を進めるためには、莫大な整備費用の負担 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が課題となっているため、本事業は必要である。また、老朽化した保育施設の修繕についても整備費用の負担が課題とな ○要
   背景は？(事業の必要性) るため、緊急に修繕を必要とする施設に対しても本事業は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民が参画する我孫子市子ども・子育て会議において、計画 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 等について審議している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(園) 目標値(b)(園) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(園) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 172,467 △168,067
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△3,819.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.06

園 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1935 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育施設の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園等施設整備への補助 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 172,467 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 平成2



ーズを踏 子どもが健やかに育つ質の高い保育環境の整備と待機児童ゼロの維持を実施する。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
老朽化が進む湖北台保育園園舎及びわくわく広場の建物を当広場の敷地内に園舎と広場の複合施設として整 園舎とわくわく広場の複合施設の建替え工事に伴う設計業務を実施する。
備を実施していく。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

設計業務の進歩率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 設計業務を完了する。 直接 設計業務の進捗率 % 0 100

令和 3年度 令和３年度から４年度の２カ年で園舎等建替工事を完了させる。 － 工事進捗率 ％ 43

令和 4年度 園舎等建替工事及び既存園舎の解体等の工事を完了させる。 － 工事進捗率 % 100

新園舎の定員数の設定及び現園舎敷地を園庭利用として賃貸するかの検討・協議が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 測量業務 432 ＊ 新園舎等建替工事設計業務委託料 19,231 ＊ 新園舎等建替工事費（１年目） 203,000 ＊ 新園舎等建替工事費（２年目） 87,000
＊ 湖北地区の保育ニーズ検討 ＊ 新園舎等建替工事監理業務委託料（１年 2,915 ＊ 新園舎等建替工事監理業務委託料（２年 6,800
＊ 若草幼稚園との認定こども園協議 ＊ 園舎解体等工事（駐車場整備含む）
＊ 新園舎等建替え詳細検討 ＊ 空調設備移設工事費
＊ 現園舎敷地の賃貸の検討 ＊ 建物登記委託料

＊ 厨房備品・カーテン等購入費
＊ 運搬費（物品引越・厨房備品移設）

実施内容 ※園舎解体工事以下は金額未定

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 432 合　　計 19,231 合　　計 205,915 合　　計 93,800
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 85 ％ 15,400 充当率 80 ％ 164,700 充当率 80 ％ 75,000

(9)財源内訳
一般財源 432 3,831 41,215 18,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.39 0.39 0.32 0.32
正職員人件費 3,432 3,393 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,864 22,624 208,699 96,584
(11)単位費用

38.64千円／％ 226.24千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・待機児童ゼロ及び質の高い保育環境を提供するためには、保育園施設の整備は不可欠である。ここ数年で、私立保育園 ○①事前確認での想定どおり
の改修や新設により、公立保育園の施設の充実がますます求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・子どもたちが健やかに育つため、安全でより良い保育環境の整備が保護者からも強く求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・耐震診断結果を踏まえ、園舎の建替えを行うことが不可欠なものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,624 △18,760
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△485.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.44

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1950 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育施設の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 湖北台保育園の再整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.39 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,624 千円 (うち人件費 3,393 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市保育園整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニ


